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１．はじめに  

外航原油タンカーや外航不定期船を扱う船社、

および産業物資の輸送をそのような船舶に依存す

る荷主にとって、輸送価格動静は常に目を離すこ

とのできない大きな関心事である｡今日､目まぐる

しく変化する国際情勢や､新興工業国による需要

の成長､またはそれによる市況の見通しの変化が

合わさって､図－１に示すように､数日のうちに運

賃が数倍にまで変化してしまうことも珍しくなく

なっている。すなわち、日々生起する海運需要の

変動をはじめ、海路封鎖のような起こり得る重大

事変に対し、収入損失の危険を予測しそれを回避

するように対策をとることは、船社・荷主ともに

安定した経営を行うために必要な企業戦略であ

る。 

本来､船舶による海上輸送の運賃は、需要･供給

の硬直性のために船腹需要の変動に対し非常に敏

感であるといわれている。しかし、とりわけスポ

ット契約の多い外航不定期船運賃は､市況すなわ

ち近い将来における価格見通しや船腹需要見通し

が個別の契約価格と相互に影響を与え、さらに大

きく乱高下する現象もしばしば観察される。輸送

価格を需要と供給のバランスから説明する考えは

古くからあるが、市況との相互作用を説明できれ

ば、価格変動の予測に動的なメカニズムを取り入

れることで、需要量の比較的急な変動に対する価

格応答や､特に有事の場合の過渡的な価格変動の

予測に有効であると考えられる。このことは､政治

的情勢に左右されやすい原油輸送には特に有用で

ある。 

今回は、荷主と船舶（船社）の間のマルチエー

ジェント輸送契約シミュレーションを行うための

足がかりとして、市況からの見込み利益を導入し

た提示運賃モデルを示すことで市況が運賃に及ぼ

す影響のメカニズムを説明し、また契約運賃が市

況を形成するモデルを提案する｡ 

 図－１  中東～極東間原油輸送価格 1) 

 

２．シミュレーションの構成  

 本シミュレーションでは、タンカーによる原油

輸送を想定し、荷主および船社がエージェント群

として行動する形態をとる。原油供給者、および

ひとつの海運市場が補助的に存在する。また、海

運市場における契約記録から、船型別の海運市況

が荷主･船社の共有情報として派生する。 

シミュレーションの処理の中心部分は、以下のよ

うな入札‐応札のモデルとした。 

（１）シナリオに基づいて、荷主エージェントに

おいて原油の需要を発生する。原油供給者と契約

を取り交わし、OD およびトン数を決定する（図

－２  ①②）。 

（２） 海運市場に輸送需要のあることを公開する

（③）。 

（３）船社エージェントは、輸送需要を参照し、

必要な日数、輸送原価、市況に基づく利益を見込

んで応札価格を計算し、輸送提案として荷主に提

示する（④⑤⑥）。 

（４）荷主エージェントは、船社からの提案を参
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照し、最も安価に輸送をする船社と輸送契約を取

り交わす。ここでの契約価格は、船社が考える応

札価格自体ではなく、結果的に輸送契約を交わせ

なかった船社の中で最も低い応札価格に等しくな

るようにする（⑦⑧）。 

 

図－２  シミュレータの構成 

 

３．契約価格形成の理論  

  この章では､(1)各船社が提案する仮想価格（応

札価格）から荷主と契約するときに用いられる契

約価格を決定する手法､(2)市況による影響を受け

る仮想価格を決定する手法､ (3)過去の契約価格に

基づいた市況予測の手法、の 3 つの手法を述べる。

これにより、仮想価格・契約価格・市況の相互的

な影響をシミュレートすることが可能になる。 

 

３．１   仮想価格から契約価格の決定 

 前章（２）で説明した応札価格（以後､「仮想価

格」とよぶ）は、各船社が「これ以上の価格なら

ば契約してもよい」と想定し､荷主には直接見せる

ことのない仮の価格であり、荷主と交わす契約価

格それ自体ではない。競売における市場の下では、

それぞれの船腹要求に対し、船主が各々自らの船

舶で契約可能な最低の運賃を仮想価格として持っ

ており、提示される価格が下がるに従ってその価

格では契約を履行することができない船社は次々

と競りを降りていく。その結果、契約を結ぶこと

のできる船社がただひとつ競りに残った時点の価

格が契約価格となり、その船社が契約を獲得する

ことになる。これは、一般に競争状態における価

格は追加需要に対する限界費用として定義される

とする経済学の要請に符合する。用船契約の引合

いは本来、少数のタンカーブローカーが介在して、

彼らの駆け引きの中で価格が決定していくので、

それがどの程度完全競争に近いかは検討を要する

ところであるが、今回はこの部分の論議を省略す

る。 

 

３．２   市況の影響下での仮想価格の決定 

市況という言葉を明確で一意な定義付けをする

のは難しいが､今回のシミュレーションにおいて

は、市況を市場における契約記録から形成される

価格と船体稼働率の推移およびその予測で､近似

的に一物一価とみなせる範囲の船舶を扱う荷主お

よび船社に共有する情報であると仮定する。その

具体的な予測手法は次節で示す。 

船社にとって、仮想価格を下げることは、自ら

の商品である海運サービスの廉売を直ちに意味し

ない。仮想価格を下げることで、自らが契約を獲

得する確率が増加するが、実際の契約価格は他の

船社が競りを降りた時点の価格になるので、自社

の仮想価格が直接影響することはない。ただし、

不当に低い仮想価格を持つことは、正当な価格よ

り低い運賃で運送をしなければならなくなる可能

性を生じさせるのみなので、その意味では船社に

とって好ましいことではない。競売に参加してい

る船社が競りを降りることを決める判断基準と

は、契約によって得る利益が､今回の契約を逃して

も将来市場に現れる輸送需要から得られると見込

まれる利益を下回る契約価格になってしまうこと

である。つまりある船社にとって最適な仮想価格

とは、その契約を獲得した場合に得る利益と、市

況から計算される見込み利益が均衡する価格とし

て定義できる。この見込み利益は、具体的には運

賃市況情勢や船体稼働率推移から次のように求め

られる。 

応札活動を開始した日付を T1 とし、最初の契約

を取得するまで、1 件の契約も保持しない空白期

間ができる。契約あたり平均所要日数 w、船体稼

働率 p の場合、当該の船舶が T1 + t 日に最初の契

約を取れる確率α (t )は次式で表される（図－３ 

①）。 
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また、契約を交わしてから積荷港に向かうため

に出航するまで日程上の余裕期間が存在する。こ

の余裕期間の分布形状は荷主の入札日の決め方

と、積荷港までの往航距離の分布に依存する。余

裕期間の確率分布を積分した関数をβ (t)とする

（図－３  ②）。以上より、T1 に応札活動を開始し

T1 + t までにその契約によって船が航海をはじめ

る確率累積関数 g (t)は次式で表される（図－３ 

③）。 

ττβτα dt
t

tg )()(
0

)( −= ∫         (2) 

日毎の運航費用 a、日毎の遊休船管理費用 b、同

型船における価格市況を日毎の収入として表現し

たものを c(t )、同型船の船体稼働率を p、現在保持

している契約が終了する日付を T2、取得を検討し

ている契約を履行するための航海を開始する日付

および終了する日付をそれぞれ T3、T4 とすると、

仮想価格 F は次式のように、契約による収益（式

(3)の左辺､図－４  ①）と、契約を取らなかった場

合に他の契約をとって同じ期間内に得ることが見

込まれる、市況からの見込み収益（式(3)の右辺、

図－４  ②）の均衡の関係から求める。 
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契約をとって 

運航する確率 

pg(t -T1) 

遊休費用b 

運航収益 c-a 
(c :市況からの収入期待) 

T1             T2                      T4 

 

T1             T2     T3             T4 

           遊休費用b   運航費用a 

 仮想価格F  

応札日   前回の航海完了  航海開始      航海完了 

①   契約による収益 

②   他の契約に期待される見込み収益 
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②   契約から出航までの期間β(t ) 

③  航海を開始する確率 g (t) 

①   契約をとる確率α(t ) 

図－４   応札価格の算出 
図－３   航海を行う確率の導出 
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船舶が遊休状態となるフリー期日が迫っている

船社にとって、運賃が若干安くても契約を取るこ

とが急務となる 2)。これは、直近の契約を獲得で

きる確率が小さいために見込み利益が低下するこ

とで説明づけられる。 

 

３．３   過去の契約価格からの市況の予測 

市況とは、他の船社が幾らで応札してくるかを

予想する目安であり、また将来仕事を取ったとき

に、収入が幾らになるかを示す期待値でもある。

市況の判断は心理的要因が強く単なる過去の延長

として求められるものではないが、その課題を将

来に預けて今回は一例としての市況判断の手順を

示す。 

グラフ上に横軸 X に契約を開始する日付、縦軸

Y に運賃をとり、過去の契約実績を点としてプロ

ットすると、雲状の集合になる。これを単純に最

小二乗法で近似すると、直近の契約点も昔の契約

点も同じ評価をすることになり、都合が悪い。つ

まり、最近契約された点は過去に契約された点よ

り重要視しなければならない。このため、最小二

乗法に次のような拡張を加える。 

本日契約された点の重要度を 1=f(0)とすると、

昨日契約の点の重要度を f (1)、Ti 日過ぎた契約点  

(Xi , Yi) の重要度を f (Ti )とする。この f を一般に 0

以上 1 以下の減少関数とする（f を非零の定数に

おくと通常の最小二乗法となる）。誤差値を次の

ように定義し、これが最小となる係数 k1、k2 を求

める。 
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ここから、  021 =∂∂=∂∂ kEkE  を解くこと

で近似直線を作成することができる。 

 

図－５は、過去に市場で交わされた契約を点で

表現し、大きく下降した市況が若干持ち直した局

面を表している（簡単のため、Ti  =－Xi としてい

る）。最小二乗法による近似（破線）ではすべての

点を同等に扱うために市況の下降を示しているの

に対し、f(T)=0.92Tで定義した拡張された最小二乗

法による予測（実線）では現在に近い点群を重視

して市況判断をするため、現在の市況は上昇局面

であると判断している。 
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図－５   拡張された最小二乗法による市況予測 

 

シミュレーション中では､縦軸の運賃に相当す

るものは１日１DWT あたりの運賃収益をあて、船

型の違いや航路距離の違い､運河の利用の違いか

らの影響を抑えるようにしている。なお、このよ

うな直線的予測で船主および用船者が行動するの

は、せいぜい契約までの前置期間が 3～4 ヶ月程度

までであり、それ以降は安定した長期展望に移行

するとする調査結果がある 3)。そのため、それ以

上の前置期間をもつ契約を想定する場合、長期予

想曲線を定義する必要がある 4 )。 

 

４．シミュレーション  

４．１   シミュレーションの概要 

輸送実績に基づく実験では､次のような条件で

シミュレーションを行った。 

s 世界における海上石油輸送実績データベー

ス Lloyd's APEX5)から、2000 年における原油海

上輸送レコード 29,031 件を抽出し､ＯＤ、カー

ゴトン､積付日を用い輸送需要データとした。 

s 現存する原油タンカー1,831 隻を整理し、そ

れぞれを船社エージェントとした。 

また、このシミュレータは次のような条件を考

慮してコスト算出を行っている。 

s 図－６に示すようなノードパスネットワー

クで世界の港を連結し､任意の２つの港の間の

航行距離を Dijkstra 法で算出。 

s スエズ・パナマ両運河、マラッカ海峡の通行

可能な船型条件の適用。 

s 両運河の実際の通行料金の算出と､運河を利

I I 

一｀ 
......... _ 
•一

一--ヽ
一＿



 

 

用するかどうかのコスト的判断。 

s タンカーの登記上の燃料消費量と油種から

求められる運航コスト。 

s 燃料費と航行日数を調整し､収益を最大化す

る最適な運航速度。 

 

 
図－６   距離を求めるための航路ネットワーク 

 

４．２   2000 年実績によるシミュレーション結果  

2000 年一年間の輸送需要件数を図－７  ①に､

それに対するシミュレーション結果としての運賃

指数を図－７  ②に示す。比較のため､現実の運賃

推移を図－７  ③に示す。ただし、各図中の LR1、

LR2、VLCC とは、DWT がそれぞれ 45,001～80,000

トン、80,001～160,000 トン、160,001～320,000 ト

ンのものを指す。 

需要回数を参照すると､VLCC 級の輸送需要が

時とともに増加し､LR1 級の需要が減少している。

一方､シミュレーション結果では､需要に対応して

VLCC 運賃が上昇､LR1 が下降してその傾きも大

きく､不定期船特有の、需要変化に対する敏感な価

格変化が観察できる。 

その反面､現実の運賃指数を見ると､どの船型も

運賃が年間を通して上昇している。2000 年は中東

和解交渉の決裂などの情勢の緊迫化や中国の急成

長､消費国の原油在庫の危機的水準までの低下な

ど､石油手当の先行きに不透明感のある年であり､

政治的見通しが価格に影響したと考えられてい

る。また、運航プール会社が発足しスポット用船

マーケットで 3 割強、SBT 船に限れば 5 割近くと

いう多数のタンカーを支配したために寡占効果に

より輸送価格が上昇したという特殊な状況があ

る。このような政治的・心理的市況見通しを与件

として市況予測アルゴリズムに組み込むことが必

要であることがわかった。 

 

0

10

20

30

40

50

3/
1

4/
1

5/
1

6/
1

7/
1

8/
1

9/
1

10
/1

11
/1

12
/1

回
数

/D
ay

4.5～8万トン

8～16万トン

16～32万トン

①   カーゴサイズ別輸送需要回数 

0.00

0.05

0.10

0.15

0.20

0.25

0.30

3/
1

4/
1

5/
1

6/
1

7/
1

8/
1

9/
1

10
/1

11
/1

12
/1

U
S

D
/T

on
/D

ay

LR1

LR2

VLCC

②   シミュレーションによる運賃指数 

0

50

100

150

200

250

300

350

400

3/
1

4/
1

5/
1

6/
1

7/
1

8/
1

9/
1

10
/1

11
/1

12
/1

W
S

LR1

LR2

VLCC

③   現実の運賃指数 

 

図－７   2000 年実績に基づく実験 
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４．３   急激な需要変化に対する応答 

  需要変化に対する価格の過渡的な応答を調べる

目的で､前節の輸送需要の 7 月～9 月分を 1 割増加

させ､その他の月の需要を 2 割減少させた輸送需

要データ（図－８  ①）を用い､運賃指数の推移を

調べた（図－８  ②）。これによると､7 月の運賃

がどの船型も約 2 倍に高騰し､価格や船腹需要の

先行きを見込んだ過渡的反応を示す一方、船腹の

余裕のためか、それ以降の運賃はあまり高騰しな

かった。 
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図－８   変動需要に対する実験 

 

５．結    言  

以上のように、海運市況からの影響を考慮した

海上輸送価格の形成過程を説明し、輸送契約価格

から市況水準を予測する場合の計算手段を提案し

た。この２つの手法によって、市況と契約価格の

相互作用がシミュレーションによって観察できる

道が開ける。 

シミュレーションによる実験は､精度がまだ低

いものの､輸送需要の変動による契約価格の敏感

な反応や､市況先行き見込みによるオーバーシュ

ート型の過渡的現象を示していることがわかっ

た。 

一方､市況は需要量以外の社会的要因に大きく

左右されることが多く､そのような複雑な要因の

定式化､特に政治見通しや経済構造変化のような

要因の定式化が課題である。 

今後は今回の反省を踏まえ､各パラメータの検

証､市況判断アルゴリズムの改良を行い､実際の価

格変動との比較検証を充分に行った上で､現実的

に起こり得る船腹需要の変動や運河閉鎖などの事

変をシナリオとしてデータ化し､市場価格や需要

推移を観察する予定である。このようなシミュレ

ーション結果を通して､安定したエネルギー輸

送・物資輸送､安定経営の観点からわが国や船社､

荷主企業がとるべき戦略を議論するための資料を

提供できるようになれば幸いである。 
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